

事業実施計画書
	団体名又は法人名

	

	


	１）事　業　名
	平成29年度障害者自立支援機器等開発促進事業

	２）国庫補助所要額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	【内訳】
（１）事業費　　　　　　　　 ：　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　
（２）開発機関に対する補助費 ：　　　　　　　　　　　円

	３）事業実施予定期間
	内示日　から　平成　　年　　月　　日

	４）事業計画

	（１）障害者自立支援機器等開発促進事業

1 事業の目的

2 事業内容及び手法

3 狙いとする事業の成果

4 成果の公表計画



	（２）シーズ・ニーズマッチング強化事業

1 事業の目的

2 事業内容及び手法

3 狙いとする事業の成果

4 成果の公表計画



	５）過去の類似事業実績　

	1 事業概要

2 結果・成果



＊作成上の留意事項（提出の際は、以下の留意事項は削除すること）

１）本応募書類は、採否を決定するための評価に使用するものであり、応募内容については、障害当事者のニーズや開発側のシーズの現状、開発から実用的製品化までの助言体制、支援機器の普及の計画などを、できる限り具体的かつ簡潔に記載すること。

２）「２）国庫補助所要額」については、障害者自立支援機器等開発促進事業およびシーズ・ニーズマッチング強化事業の実施にあたり、実施団体が必要とする費用については定額（補助率10／10）、開発機関へ対する補助費用については、補助率2／3（または1/2）の費用を内訳で示した上で、総和を記載すること。ただし、千円未満の額の場合は切り捨てとする。

３）「３）事業実施予定期間」については、年度末日を最長として報告書作成等を含む予定期間について記載すること。
４）「４）事業計画」について
（1）障害者の自立支援や社会参加に資する支援機器の普及や開発促進に関する現状の課題などを踏まえて記載し、必要に応じて図表を用いても構わない。
（2）より多くの当事者・支援者の参画、開発機関の応募促進、倫理面への配慮、障害当事者および医療福祉専門家等による助言体制など、支援機器の開発・普及につながる内容を具体的に記載すること。また、別紙３にて提出する検討委員会の構成員が担う役割等についても説明を記載すること。

（3）「④成果の公表計画」について、各開発機関の成果やシーズ・ニーズマッチング強化事業に得られた情報等について、本事業実施後も広く国民に向けてわかりやすく公表することを念頭に記載すること。
５）「５）過去の類似事業実績」について

（1）障害者自立支援機器等開発促進事業の実施にあたり、過去に類似した事業（例えば、障害者の福祉用具に関する実態調査など）があれば、事業概要とその成果を明確に記載すること。なお、実績が複数ある場合は、各事業についてわかりやすく列挙して記載すること。
別紙２








